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物流効率化セミナー in 両国



◆JILS(Japan Institute of Logistics Systems)のミッション
ロジスティクスを日本に普及させること。

◆JILSの立ち位置

産業界
1

行 政2

JILS

大 学3

１）荷主は製造業主体（流通業少）、物流業
２）経済産業省、国土交通省、農林水産省内閣府
３）青山学院大、学習院大、専修大、東京海洋大、

流通経済大、東大、早大、東京都市大など
＋）ほかに団体（物流連、JAVADAなど）との関り

◆JILSのオブジェクト（事業）

教育研修2 展示会3

調査研究1 啓発・普及4

１）自主調査＋受託（請負）調査
２）社会人向け資格認定講座がメイン
３）国際物流総合展（2年に1回）がメイン
４）ロジスティクス全国大会など
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環境負荷削減

物流アウトソーシング

通販やＥＣ等の新たな流通チャネルへの対応

リスクマネジメント

リードタイム短縮

コンプライアンス対応

グローバルロジスティクスの構築、整備

ロジスティクスやSCMを経営戦略にすること

在庫削減（資産圧縮）

物流センター等での現場作業員確保

安全・安心の仕組みと体制構築

ドライバー不足への対応

物流品質管理

人材の育成

物流コスト削減（物流コスト改善）

◆ロジスティクスやSCMを推進するうえでの自社の課題（3つまで回答）
・2018年度のJILS会員企業アンケート調査結果では、ロジスティクスやSCMを推進するうえでの
課題は、引き続き「物流コスト削減」が首位。115件（回答者の60.2%）の回答が集まった。
・以降、「人材育成」74件（38.7%）、「物流品質管理」67件（35.1%）、「ドライバー不足へ
の対応」65件（34.0%）と続く。
・一方「ロジスティクスやSCMを経営戦略にすること」については32件（16.8%）に留まった。

出典：2018年度 JILS会員アンケート調査 2018年7月

N=191 



①経営層がロジスティクス/サプライチェーンマネジメント
の重要性を理解していない。

◆日本でロジスティクスやSCMが普及しない理由
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②部門の壁が存在し、部分最適になっている（各部門のKPI
/部門間連携がない）。

③ロジスティクス/サプライチェーンマネジメントに関する
専門知識を有する者、実践できる者が少ない。また、これ
らを育成する環境が整っていない。



【構 成】

Ⅰ．物流とロジスティクス

Ⅱ．現在の物流課題

Ⅲ．物流のやり方を変える

Ⅳ．物流課題をロジスティクスで

解いた企業の事例

Ⅴ．問題解決策としてのプラットフォーム

Ⅵ．結 語
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Ⅰ．物流とロジスティクス
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◆物流の定義(JIS Z 0111：2006 1001)
・物資を供給者から需要者へ、時間的、空間的に移動する過
程の活動。

・一般的には、包装、輸送、保管、荷役、流通加工及びそれ
らに関連する情報の諸機能を総合的に管理する活動。

・調達物流、生産物流、販売物流、回収物流（静脈物流）、
消費者物流など、対象領域を特定して呼ぶこともある。

・対応英語（参考） physical distribution



出典：これからのロジスティクス ～2020年に向けた50の指針～ JILS 2013年5月 p.26

◆ロジスティクスは企業内の諸活動を統合する概念
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・「物流の諸機能を高度化し」（手段①）、「調達、生産、販
売、回収などの分野を統合して」（手段②）、「需要と供給の
適正化をはかる」（目標①）とともに「顧客満足を向上」（目
標②）させ、あわせて「環境保全及び安全対策をはじめ社会的
課題への対応」（目標③）をめざす戦略的な経営管理。

・対応英語（参考） logistics

＊）「」、（）並びに下線は引用者
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◆ロジスティクスの定義(JIS Z 0111：2006 1002)
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○需要と供給の適正化/顧客満足と利益の向上
○社会的課題（環境保全、安全対策）への対応
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◆ロジスティクスと物流の概念図（ロジスティクスは物流を包含する）



◆企業事例
JUKIの取組
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包装材の寸法を見直す
ことで積載率が向上

11

供給者 ←回収（静脈） 物 資 動脈→ 需要者

商品1個あたりの輸送
コスト減/CO2減

二つの物流機能（包装と輸送）を
連携させることで改善

企業事例 JUKI



◆企業事例

東レ㈱の取組
日経ビジネス(2009年10月26日号)

特集 カイゼンを壊せ 第2章 工場を飛び出す破壊力 物流に埋蔵金あり より
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◇橘真一 物流部長語録
・運送会社や倉庫会社への値下げ要請は禁止。単なる値切りではコスト削減率
は５％が関の山。だが、仕組みを変えれば半額にできる。

・バカのひとつ覚えのように横浜港、神戸港ばかり使うな。
・お客様と納期を調整してもらえないか。そのひと手間でこんなにコストが変る。

◇物流部の意識改革
・営業部門は得意先が決めた納期通りに製品を届けるよう、物流部に指示する。
その指示は絶対だという考えが染みついていた。
・地方港からの定期船は週１～２便。納期が限定されてしまう。
・東レの商品は素材が中心。納入先は余裕を見て発注するのが普通。
・営業マンが客と交渉して、納期を数日ずらしてもらうのは不可能ではない。

◇2007年度、2008年度の物流コストの累積削減額は
約2億5,000万円

・例えば、中国工場から八戸の得意先への輸送では、以前は東京港で陸揚げし、約
600㎞をトラック輸送していた。このトラック輸送のコストは海運コストの２倍
以上だった。

・改善後のルートは、中国⇒釜山⇒八戸の海上ルート。国内トラック輸送が殆ど
無くなり、全体のコストは大きく減った。
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○需要と供給の適正化/顧客満足と利益の向上
○社会的課題（環境保全、安全対策）への対応

①取引先が決めた納期
（リードタイム）で受注

②船が毎日入港する東
京で揚げて八戸までト
ラックで陸送

③コスト増/利益減
CO2増
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ロジスティクス（営業部門と物流部
門の連携）で解決可能な経営/社会的
課題

供給者 ←回収（静脈） 物 資 動脈→ 需要者

企業事例 東レ
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Ⅱ．現在の物流課題
１．トラックドライバーの不足

２．40%を切った営業用トラックのロードファクター

３．営業用トラックからのCO2排出量の増加

４．上昇期に入った物流コスト
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１．トラックドライバーの不足
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出典：加工食品物流における生産性向上及びトラックドライバーの労働時間改善に関する懇談会
第1回懇談会（2018年6月29日） 資料２ p.1 http://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk4_000036.html

原典：職業安定業務統計 厚生労働省

◆トラックドライバーと全産業の有効求人倍率の推移

・トラックドライバーの有効求人倍率＊の推移を全産業の有効求人倍率の推移と比較すると、
直近では全産業の1.35に対し2.68と約2倍も大きくなっている。

・我が国全体での人手不足感が言われる中で、トラックドライバーの不足感はより一層深刻。

＊）有効求人倍率＝有効求人数/有効求職者数

http://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk4_000036.html


出典：労働力調査年報 総務省
資料：トラック輸送における生産性向上方策に関する手引き 国土交通省自動車局貨物課 2017年3月 p.1

◆道路貨物運送業で働く若年層の減少
・道路貨物運送業の労働人口の指数（2003=100）は、全産業と比べて、最近では特に小さいものではない。

・しかしながら、55歳以上の高齢者の割合は全産業と比べてほぼ5ポイント程度下回って上昇してきたことに対
し、29歳以下の若者の減少の割合が全産業と比べて年々差が開いてきており、2014年度には10ポイント弱下回
るに至っている。

・このまま推移すると，全産業と比べて，道路貨物運送業の高齢化は一気に加速することになる。
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55歳以上の割合（全産業）

55歳以上の割合（道路貨物）

29歳以下の割合（全産業）

29歳以下の割合（道路貨物）

■全産業の労働人口（2003年度=100）
■道路貨物運送業の労働人口（2003年度=100）



▲ 29,118
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出典：平成25年度 本部委員会 報告書 （公社）鉄道貨物協会 2014年5月 p.56 より作成。
図註：営業用トラックドライバー需給量の予測方法については、同書pp.44-56参照。

◆営業用トラックドライバーの将来の需給バランス

・営業用トラックドライバーの将来の需要量と供給量の推定値から算定された不足人数は、
2020年度に約11万人、2030年度に約8万5千人になっている。
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◆営業用トラックドライバーの手待ち時間
◇一運行あたりの拘束時間とその内訳

・ドライバーの手待ち時間がある運行は全体の46％
を占めた。
・一運行当たりの手待ち時間は平均で1時間45分で
あった。また，手待ち時間がある運行のうち2時間を
超えているものは29％（全運行の13%）を占めた。
・手待ち時間は、トラックの回転数を下げることに繋
がる。
出典：トラック輸送状況の実態調査結果（全体版） 厚生労働省・国土交通省
2016年 p.21，23

◇手待ち時間の発生状況
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JILS 2017年3月 pp.66-67 21
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２．40%を切った営業用トラックのロードファクター
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◆営業用貨物自動車のロードファクター（積載効率）の推移

・貨物輸送の重要な業績評価指標KPI（Key Performance Indicator）であるロードファクター（＝輸送トンキ
ロメートル／能力トンキロメートル）は低下を続けている。
・営業用貨物自動車のロードファクターは、40%を切った状態が続いている。
・トラック輸送のプロでさえ、マクロで見ると、輸送能力の半分以上を使っていないことになる。
・さらに、ロードファクターからはトラックの回転数はわからない。

註：2010年度から調査方法が変更されているので、数字の連続性については担保されていないと考えるべき。

出典：自動車輸送統計調査 国土交通省 より作成 24
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３．営業用トラックからのCO2排出量の増加
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◆日本の部門別CO2排出量の推移(1990～2016年度)

全産業 11億6,060万t-CO2 →12億640万t-CO2（90年比 3.95%増）
運 輸 2億700万t-CO2 【全産業の17.9%】→ 2億1,500 万t-CO2【全産業の17.9%】

（90年比排出量 3.86%増、シェア±0）

出典：国立環境研究所 温室効果ガスインベントリオフィス
日本の温室効果ガス排出量データ（1990～2016年度）確報値
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資料：国立環境研究所 温室効果ガスインベントリオフィス
日本の温室効果ガス排出量データ（1990～2016年度）確報値 より作成。

◆日本の貨物輸送部門のCO2排出量の推移(1990～2016年度)(1/2)

全 部 門 11億6,060万t-CO2 →12億 640万t-CO2（90年比 3.95%増）
運 輸 部 門 2億 700万t-CO2 → 2億1,500 万t-CO2（90年比3.86%増）
貨物輸送部門 1億 174万t-CO2 【運輸の49.1%】→ 8,737万t-CO2 【運輸の40.6%】

（90年比 排出量14.1%減、シェア8.5ポイント減）
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出典：国立環境研究所 温室効果ガスインベントリオフィス
日本の温室効果ガス排出量データ（1990～2016年度）確報値 より作成。

営業用トラックのCO2排出量
3,668万t-CO2 【貨物輸送全体の36.1%】→ 4,227万t-CO2【貨物輸送全体の48.4%】

（90年比 排出量15.2%増、シェア12.3ポイント増）
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営業用トラックの2030年度の目標値；2013年度比▲27.4%＝30,878

◆日本の貨物輸送部門のCO2排出量の推移(1990～2016年度)(2/2)
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◆GDP当たりの温室効果ガスの削減率とGDP成長率の関係(2000～2012)

出典：平成28年版 環境・循環型社会・生物多様性白書 第1部 パート1 第2章 第5節 長期的な目標を見据えた戦略的取組

・我が国より一人当たりGDPが多い先進国のほぼ全てで、GDP当たりの温室効果ガス排出量
（炭素生産性）の削減率並びにGDPの成長率を大幅に向上させている

・他の先進国が温室効果ガスを削減しつつ経済成長を果たしている中で、かつての環境/経済
先進国日本は低炭素化でも経済成長でも他国から大きく取り残されてしまった。
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４．上昇期に入った物流コスト
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◆日本のマクロ物流コスト（推計値）の推移

出典：2018年度 物流コスト調査報告書 JILS 2019年3月 pp.117-118より作成

兆

円

・JILSでは公的統計などを使って、日本の物流コスト（マクロ物流コスト）を推計している。
・1991年度以降、約40兆円から50兆円の間で推移。
・統計が揃うタイミングが異なるため最新値は2016年度で48兆8千億円。前年度から約5千
億円増。
・40兆円を切った2010年度を底に、以降、年率4.2%（相乗平均）の上昇が続く。
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◆日本のマクロ物流コスト（推計値）の対GDP比率の推移

対G
D

P

比
率
（％
）
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出典：2018年度 物流コスト調査報告書 JILS 2019年3月 p.121
2010年度 物流コスト調査報告書 JILS 2011年3月 p.96 より作成。

平均（相加） ：9.00%

標 準 偏 差 ：0.56%

・マクロ物流コストがGDPに占める割合の推移を下図に示す。
・1991年度以降、総物流コストはGDPの約8%から10%の間で推移。
・2010年度を底に2014年度までは上昇が続いたが、2015年度には減少に転じ対GDP比率は前年度
から0.35ポイント下がり9.07%になった。続く2016年度は横ばいで9.07%であった。
・15年度から16年度にかけて物流コストが増大したものの、GDPもそれに見合う形で増大した結果で
ある。
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6.58

4.66

4.97

4.63

出典：2018年度 物流コスト調査報告書 JILS 2019年3月 p.15
2010年度 物流コスト調査報告書 JILS 2011年3月 p.6 より作成。

平均（相加） ：5.25%

標 準 偏 差 ：0.62%

◆売上高物流コスト（ミクロ物流コスト）比率の推移

・2018年度物流コスト調査の売上高物流コスト（ミクロ物流コスト）比率は4.95％（全業種平均）と
なった。
・前年度から0.29ポイントの上昇。過去20年間で最大の上昇幅（0.34ポイント）を記録した2015年度
から2016年度にかけての上昇傾向が再現されたようなかたちとなった。
・2018年度調査では、2018年7月から9月にかけてアンケート調査を実施し、217社から有効回答を
得た。
・217社をあわせた物流コストの総額は約2兆9千億円、マクロコスト（2016年度）の6.0%に相当。

4.95



・1994年度から2018年度までの売上高物流コスト比率のトレンドを表す近似式を求
めた。

・近似式の３次関数（一部区間）は、2015年度に極小になって以降、上昇期にある。

・ちなみに、この近似式を外挿して2019年度の売上高物流コスト比率を推定したとこ
ろ4.88%となった。

y = 0.0002x3 - 0.0033x2 - 0.1143x + 6.5648
R² = 0.8928

4.00

4.50

5.00
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6.00
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比
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比
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年度（1994年度=1、2018年度=25）

出典：2018年度 物流コスト調査速報値
2017年度 物流コスト調査報告書 JILS 2018年3月 p.11
2010年度 物流コスト調査報告書 JILS 2011年3月 p.6 より作成

◇売上高物流コスト比率のトレンド（３次関数の一部区間による近似）

26

4.88%

◆売上高物流コスト（ミクロ物流コスト）比率のトレンド分析
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35

Ⅲ．物流のやり方を変える

35

１．道路貨物運送業で働く人々の賃金水準の低下が
荷主企業の売上高物流コスト比率を下げた？

２．物流“コスト削減”策を高度化する
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１．道路貨物運送業で働く人々の賃金水準の低下が
荷主企業の売上高物流コスト比率を下げた？

36
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道路貨物運送業の年間賃金水準 売上高物流コスト比率

・連合の賃金レポートの「道路貨物運送業の年間賃金水準」の推移は、過去24年間にお
いて、JILSの「売上高物流コスト比率」の推移と似ているように思われる。

◆道路貨物運送業の年間賃金水準と売上高物流コスト比率の推移

道
路
貨
物
運
送
の
業
年
間
賃
金
水
準
（1997

=10
0

）

売
上
高
物
流
コ
ス
ト
比
率
（%

）

出典：年間賃金水準は『賃金レポート』（連合）、売上高物流コスト比率は『物流コスト調査』（JILS）のデータ を用いて作成。
西暦については、ふたつの調査で年次を揃えるため、物流コスト調査（JILS）については、調査実施年度ではなく、調査実施
年度に把握したデータの年度（1年度前）としている。
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◆道路貨物運送業の年間賃金水準と売上高物流コスト比率の関係

道路貨物運送業の年間賃金水準（1997=100）

売
上
高
物
流
コ
ス
ト
比
率
（%

）

出典：年間賃金水準は『賃金レポート』（連合）、売上高物流コスト比率は『物流コスト調査』（JILS）のデータを用いて作成。
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y = 0.0776x - 1.656
R² = 0.7852
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・道路貨物運送業の年間賃金水準を説明変数、売上高物流コスト比率を目的変数にして、回帰分析を行っ
た（前者は1997年度の値を100として指数化している）。

・荷主企業の売上高物流コスト比率の79%は道路貨物運送業の年間賃金水準で説明できる。

・両者は正比例する。つまり、道路貨物運送業の年間賃金水準が下がれば下がるほど、荷主企業の売上高
物流コスト比率は小さくなる。



・トラック事業者数を説明変数、売上高物流コスト比率を目的変数にして、回帰分析を行った。

・荷主企業の売上高物流コスト比率の94%はトラック事業者数で説明できる。

・両者は反比例する。つまり、トラック事業者数が増えれば増えるほど、荷主企業の売上高物流コスト比
率は小さくなる。

・前スライドの道路貨物運送業年間賃金水準と売上高物流コスト比率との関係と合わせれば、（物流二法
による）参入規制の緩和が事業者数を増やしたことによるトラック輸送運賃の過当競争（原資に従業員の
賃金を充てた？）が、荷主の売上高物流コスト比率の低下に結びついていたことが考えられる。

◆トラック事業者数と売上高物流コスト比率の関係

出典：トラック事業者数は『数字で見る物流 2017年度（物流連）p.44、売上高物流コスト比率は『物流コスト調査』（JILS）のデータを用いて作成。 39
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y = -0.0001x + 11.571
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いずれかの項目で値上げ

要請を承諾し たと 回答

1 8 8 社

9 5 . 4 %

回答なし

9 社

4 . 6 %

（N=197）

◆荷主に対する物流事業者からの値上げ要請

◇取引先の物流事業者からの値上げ要請の有無 ◇値上げ要請に応じた費目（複数回答）

◇値上げ要請への対応

出典：2018年度 物流コスト調査報告書 JILS 2019年3月 p98

・2018年度、荷主企業の88%が取引先の物
流事業者からの値上げ要請を受け、そのうちの
95%が値上げ要請に応じた。荷主全体の84%
が値上げに応じた結果になっている（2017年
度は55%）。

・値上げに応じた費目は輸送費が93%で首
位、次いで荷役費の37%であった。

40

いずれかの項目で値上げ

要請を受けたと 回答

1 9 7 社

8 7 . 9 %

回答なし

2 7 社

1 2 . 1 %

（N=224）

10社

69社

19社

38社

175社

物流管理費

荷役費

包装費

保管費

輸送費

（N=188）



（ 単位： ％）

対専業者

支払分

対物流

子会社

支払分

みなし

物流費
小  計

物  流

人件費

物  流

施設費

減  価

償却費

在  庫

費　 用
小  計

調達輸送費 3 . 6 2 0 . 1 5 2 . 1 8 5 . 9 6 0 . 0 6 0 . 0 1 - 0 . 0 6 6 . 0 2

社内輸送費 8 . 1 3 1 . 4 0 9 . 5 3 0 . 2 4 0 . 0 9 0 . 0 1 0 . 3 4 9 . 8 7

販売輸送費 3 3 . 1 7 6 . 0 3 3 9 . 2 0 1 . 0 1 0 . 1 7 0 . 0 9 1 . 2 7 4 0 . 4 7

小     計 4 4 . 9 2 7 . 5 8 2 . 1 8 5 4 . 6 9 1 . 3 1 0 . 2 6 0 . 1 0 1 . 6 7 5 6 . 3 6

資材保管費 0 . 7 4 0 . 1 0 0 . 8 5 0 . 1 6 0 . 1 1 0 . 0 7 1 . 2 0 1 . 5 4 2 . 3 8

製品保管費 7 . 6 3 1 . 2 5 8 . 8 8 0 . 5 0 0 . 7 8 0 . 5 2 3 . 8 3 5 . 6 4 1 4 . 5 2

小     計 8 . 3 8 1 . 3 5 9 . 7 3 0 . 6 6 0 . 8 9 0 . 5 9 5 . 0 3 7 . 1 8 1 6 . 9 1

包 装 費 3 . 5 1 0 . 4 6 3 . 9 7 0 . 2 0 0 . 0 3 0 . 0 1 0 . 2 5 4 . 2 2

荷 役 費 1 1 . 6 9 1 . 8 7 1 3 . 5 6 2 . 2 1 0 . 4 8 0 . 2 6 2 . 9 5 1 6 . 5 1

物流管理費 2 . 6 9 0 . 3 3 3 . 0 2 1 . 8 6 0 . 6 0 0 . 5 3 2 . 9 9 6 . 0 1

小     計 1 7 . 8 9 2 . 6 6 2 0 . 5 5 4 . 2 7 1 . 1 1 0 . 8 1 6 . 1 8 2 6 . 7 3

7 1 . 1 9 1 1 . 5 9 2 . 1 8 8 4 . 9 7 6 . 2 4 2 . 2 6 1 . 5 0 5 . 0 3 1 5 . 0 3 1 0 0 . 0 0

売上高物流コ スト 比率 4 .9 5 %

【 　  全業種　 　 】

( 社数 2 1 7 )

分

 

 

類

費    目

支 払 物 流 費 自 家 物 流 費 物  流
コ スト
合  計

輸

送

費

保

管

費

そ

の

他

物流コ スト 合計

◆物流コストの構成要素（全業種）

出典：2018年度 物流コスト調査報告書 JILS 2019年3月 p.141

・物流コストの構成要素のうち最も大きいものは「支払輸送費」で過半の55%、これに「支払荷役費」の
14%が続く。

・物流コスト削減策を検討する際、多くの荷主企業でまず取り組まれてきたのがこれらの費目と思われる。
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２．物流“コスト削減”策を高度化する



◆輸送“コスト削減”策の高度化

輸送量(台数･時間･数量等）
の削減 ×

⑥取引条件･物流条件

ノー検品
大ロット化
配送頻度等サービスレベル見直し
メニュープライシング

⑤物流ネットワーク
･物流システム

物流拠点の集約化

ミルクラン
調達と配送の統合

③輸送方法･ルート モーダルシフト
輸配送経路見直し

⓶積載方法・積付け等
輸送容器の見直し
車両サイズの見直し
積み付け方法の改善

④製品規格や包装

【取組例】

輸送コストの削減

⓵輸送単価の削減
入札・委託先の集約化等
ゲインシェア等価格体系見直し
アウトソーシング

(A)支払費削減

(B)ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ改善

(C)物流ﾈｯﾄﾜｰｸ・
ｼｽﾃﾑ見直し

(D)物流条件改善

＝

共同輸配送

43

一貫パレチゼーション
製品規格の見直し（小型化・モジュール化）
包装・梱包見直し



◆物流“コスト削減”策の動き(2006~2018)

・過去13年間の物流“コスト削減”策の実施率＊の推移を下図に示す。

・料金変更等に係る施策のうち「アウトソーシング料金の見直し」については、トレンド分析の結
果から、時系列的に減っていることが確認された。【左図】

・また、取引条件の見直しに係る施策のうち「配送頻度の見直し」と「物流サービスの適正化」
（いずれも物流部門が自社内の他部門やさらには他社と連携して取り組む施策）については、トレ
ンド分析の結果から、時系列的に増えていることが確認された。【右図】

・これらの動きを見る限り、物流“コスト削減”策の高度化は進行しつつあると思われる。

＊）実施率＝過去1年程度に実施したコスト削減策への回答企業数（39～45択からMA）/回答企業数（%）

◇取引条件の見直しに係る施策の実施率の推移◇料金変更等に係る施策の実施率の推移

44

出典：2018年度 物流コスト調査報告書 JILS 2019年3月 p.84
2017年度 物流コスト調査報告書 JILS 2018年3月 p.82
2016年度 物流コスト調査報告書 JILS 2017年3月 p.98
2014年度 物流コスト調査報告書 JILS 2015年3月 p.105 より作成。
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Ⅳ．物流課題をロジスティクスで
解いた企業の事例

45

キユーピー㈱と加藤産業㈱の取組



Ｘ物流センターに翌日届ける「一貫パレチ
ゼーション＋ユニット検品」の荷物
（どのパレットにどの商品が載っているか紐
付けられている）

Ｘ物流センターＢ物流センター

◇ユニット検品

リスト上のパレットを
チェックするだけ

商品の「バーコード」
をスキャン
「賞味期限」と「数
量」を入力

参考：通常検品

◇一貫パレチゼーション

◆一貫パレチゼーションとユニット検品

着施設

加工食品

発施設

46

出典：荷主連携による共同輸配送の環境整備等に
関する調査研究報告書 JILS 2017年3月 p.68 



・「一貫パレチゼーション」並びに「ユニット検品」を実施するためには、荷送
人（受注者）から荷受人（発注者）に商品が届き検収されるまでの間、荷姿が変
えられずに一気通貫の物流が行われる必要がある。

・そのための環境整備として、「商流」において、１回の発注で多くのアイテム
を少しずつ注文するのではなく、発注１回のアイテム数をまとめて少なくし、逆
にロットを大きくすることが必要である。☜発着荷主の連携取組（定曜日発注）

◆まとめ発注（一貫PLとユニット検品の前提条件①）

47

出典：荷主連携による共同輸配送の環境整備等に関する調査研究報告書 JILS 2017年3月 p.73,78に加筆。



◆事前出荷情報とリードタイムの工夫（一貫PLとユニット検品の前提条件②）

・食品メーカーとその輸送委託先の物流事業者から食品卸売業者への出荷情報の事前提供、また、その前
提として、食品メーカーと食品卸売業者の間の納品リードタイムの工夫によりユニット検品を実現。

・荷受作業の軽減、待機車両の緩和など、双方の物流効率化と共にCO2排出量の削減を実現。
☜発着荷主の連携取組

出典：グリーン物流パートナーシップ会議HP事例集（一括）；http://www.greenpartnership.jp/ 48



・今回の実態調査からわかった一貫パレチゼーション、パレットの積み替え、
バラ荷物のパレット組みの単位数量（アイテム数並びにケース数）あたりの
の処理時間（バース接車からドライバー出発までの時間）の違いを下図に示
す。

・数字からは、一貫パレチゼーションの時間生産性の高さが明明白白である。

◆ある物流センターにおける一貫PL、PL積替、バラ積替の処理時間の比較

【重回帰式の傾き】

○アイテム数ベース ○ケース数ベース

１
ア
イ
テ
ム
あ
た
り
処
理
時
間
（秒
）

１
ケ
ー
ス
あ
た
り
処
理
時
間
（秒
）

(100)

(162)

(128)

(100)

(351)

(604)

出典：荷主連携による共同輸配送の環境整備等に関する調査研究報告書 JILS 2017年3月 p.105 
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・今回の実態調査からわかった通常検品とユニット検品の処理時間について、
「検品時間」に対する単位数量（アイテム数並びにケース数）あたりの処理
時間（検品時間）を下図に示す。

・数字からは、ユニット検品の時間生産性の高さが明明白白である。

◆ある物流センターにおけるユニット検品と通常検品の検品時間の比較
【加重平均】

○アイテム数ベース ○ケース数ベース

１
ア
イ
テ
ム
あ
た
り
検
品
時
間
（秒
）

１
ケ
ー
ス
あ
た
り
検
品
時
間
（秒
）

(100)
(100)

(311) (384)

出典：荷主連携による共同輸配送の環境整備等に関する調査研究報告書 JILS 2017年3月 p.108 
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企業事例 キユーピー＋加藤産業

①輸送委託車両の届け先
での滞留時間が伸びる

②輸送委託車両の回転
数が低下する

製造業（発荷主） 卸売業（着荷主）

③ドライバー不足に拍
車がかかる

51

ロジスティクスを良く識るメーカーと卸のロジスティクス部長
が連携して、まとめ発注、一貫PL、ユニット検品、LT延長

を実施し、ドライバーの滞留時間を短縮した
☞SCを通じたロジスティクス連携による車両回転数（ドライ

バー数）の増大
☞2社のロジスティクス連携で解決可能な社会的課題
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Ⅴ．課題解決策としてのプラットフォーム
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現時点では、デジタル化が出来ていない実
体流（モノの流れ）を扱うが故、どうしても
コストにこだわらざるを得ない物流分野にお
いても、10年後の2030年には、デジタル
化や人工知能などの情報技術が飛躍的に発展
し、その恩恵を受けたオープンなプラット
フォームを基盤とする全体最適のシステムが
新たな産業部門を形成している。

◆2030年のロジスティクスモデル

出典：ロジスティクス総合調査 アンケート調査設問 JILS 2019年8月
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Physical Internetとは、グローバルロジスティクスの効率向上と持続性追求を狙いとして、イン
ターネットのパケット通信のネットワーク構造を、物流や輸送に適用するという視点で、物理的物
体の輸送、貯蔵、供給、仕様を変革しようとするコンセプトである。専用ターミナルから共同ター
ミナルへ、規格化された容器使用、鉄道・トラックのインターモーダルターミナルなどが検討され
ている。

もともとは、現・米国ジョージア工科大学のBenoit Montreuil教授が2006年に提唱したのがきっ
かけで、現在では欧米の学者を中心に研究されている。2014年からInternational Physical 
Internet Conference（IPIC）が毎年開催されるに至っている。

Physical InternetはALICE（欧州物流革新協力連盟）の2050年の政策目標にも掲げられ
た、規格化とIoTの促進による、物流版インターネットの構想である。

出典：IPIC2018

◆2030年のロジスティクスモデルの候補：Physical Internet(1/5)
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PIは経済的・環境的・社会的側面から要請された、新しい時代の包括的なロジスティクス・コンセプ
ト。

経済的側面：これまで獲得できていなかった収益性の確保

環境的側面：エネルギー消費、環境汚染への対処

社会的側面：ロジスティクス関連労働者のQOL改善

ロジスティクスの持続可能性について環境、経済、社会の側面から13の課題を抽出。

ヨーロッパにおいてPIが提唱される背景は、ロジスティクスの持続性への危機意識とロジス
ティクスの社会・環境的責任がある。

出典：Montreuil “Towards a physical internet: Meeting the global logistics sustainability grand challenge”

◆2030年のロジスティクスモデルの候補：Physical Internet(2/5)
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荷物をπコンテナという寸法・機能・備品において標準化した世界規格のパレットに積載することで
オペレーション効率を格段に向上させる。

特にインターモーダル輸送時の仕分、保管、出荷等の作業接続をスムーズにすること。

また、これらの作業に対して、πコンテナによる規格化で自動化あるいはアシスト技術の適用を容易にしてい
くこと。

πコンテナにスマートタグを据付けることにより、コンテナ単位での情報取得・利活用を可能にす
る。また、貨物情報が可視化されることで倉庫の共同利用を推進する（オープン倉庫）。

スマートタグで想定されている機能：

Identification, Integrity, Routing, Conditioning, Monitoring, Traceability, Security

PIはπコンテナ及びスマートタグの活用により、オペレーション効率の向上とオープンロジス
ティクスの世界を構想。

出典：Montreuil “Towards a physical internet: Meeting the global logistics sustainability grand challenge”

Πコンテナのイメージ

◆2030年のロジスティクスモデルの候補：Physical Internet(3/5)



57

デジタルインターネットにおいてデータパケット（荷物）が数々のルーターとネットワークを経由し
て目的地まで向かうのと同様に、PIにおいてもポイント間輸送方式（ハブ・アンド・スポークス方
式）ではなく、マルチセグメント・インターモーダル輸送が中心になる。

πコンテナ利用によるマルチセグメント・インターモーダル輸送へのシフトは次のような変化をもた
らす。

ノード間セグメントで責任を持つ地方Carriers運送人とモードの登場

セグメント間のπコンテナ及び運送人の同期を可能とするハブと輸送ノードの登場

輸送リクエスト者と輸送手段提供者からなるオープン市場の形成とそれを可能にするソフトウェアプラット
フォームの登場

PIの登場により、ロジスティクスは従来のポイント間輸送から、マルチセグメント・インター
モーダル輸送の世界へと変化していく可能性がある。

マルチセグメント・インターモーダル輸送のイメージ

出典：Montreuil “Towards a physical internet: Meeting the global logistics sustainability grand challenge”

◆2030年のロジスティクスモデルの候補：Physical Internet(4/5)
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2030年のロジスティクスモデルのプラットフォームには「標準」と「公共性」を

求めたい。

カスタマイズで儲けるビジネスモデルからの決別

徹底した標準化が必須

・輸送容器、データエレメント、取引条件（庭先条件）など

GAFA型（企業独占型）でもなく中国型（国家独占型）でもない、
プラットフォーマーが情報を独占しないモデル

プラットフォーマーの候補者は多様。トラディショナルな荷主企業
と物流企業以外にも、ITベンチャー、自動車メーカー、また、シェ
アリングエコノミーの進展を受け、銀行や保険会社などの金融業も

プラットフォーマーはデータを共有。プラットフォーム上層のアル
ゴリズムなどで競争、利益を得る

◆2030年のロジスティクスモデルの候補：Physical Internet(5/5)

対極シナリオ：某国の大手EC事業者日本の大手物流企業を買収！



Ⅵ．結 語
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○現在の物流課題
・トラックドライバー不足は今後一層深刻化しそう
・40%を切った営業用トラックのロードファクター
・営業用トラックからのCO2排出量の増加
・荷主企業の物流コストは上昇期に入った

○物流とロジスティクス
・物流は活動
・ロジスティクスは物流を軸足とする経営戦略
・物流の課題をロジスティクスで解く

○連携で物流の仕方を変えて課題を解く
・発着荷主の社外連携【キユーピーと加藤産業】
・ロジスティクスが出来る企業同士の連携＝SCM
・Physical Internetは究極の連携？

○そして、
・荷主の物流部門はロジスティクス部門に変われるか？
・日本の経営者はロジスティクスを経営戦略に出来るか？
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完


